
②平成１８年度特許特別会計　歳出予算の概要 (単位：百万円)
平成17年度
予　算 額

平成18年度
予 算 額

対前年度
増△減額

【歳　出】 117,554 118,580 1,026 <対前年度予算　0.9%増>

Ⅰ.世界最高水準の迅速・的確な特許審査の実現 75,047 76,795 1,748

1.任期付審査官の大幅増員 0 1,069 1,069 ・任期付審査官(98人) 1,069 ( 新規 )

2.従来技術調査の外注の拡大 20,862 22,253 1,391 ・Ｆターム等を用いた先行技術文献
調査外注実施費 16,708 ( 15,172 )
・先行技術文献調査監査実施費 21 ( 21 )
・分類・Ｆターム一元付与実施費 5,524 ( 5,668 )

3.情報システムの最適化 26,986 29,171 2,185 ・成果重視事業特許事務機械化庁費 29,171 ( 26,986 )
［成果重視事業］ (うち特許事務総合機械化実施費) 6,363 ( 6,071 )

(うち特許事務総合機械化開発費) 10,517 ( 7,626 )
＜特許事務総合機械化開発費うち
 業務システム最適化開発費＞ 2,690 ( 新規 )
(うち通信回線専用料) 111 ( 116 )
(うち電子計算機等借料) 12,180 ( 13,174 )

4.特許審査迅速化のための基盤強化 12,915 12,773 △ 142 ・(独)工業所有権情報・研修館運営費交付金 12,773 ( 12,915 )

5.特許審査迅速化のためのスペースの確保 1,878 1,003 △ 875 ･ スペース対策経費 1,003 ( 1,878 )

6.特許審査調査員等の拡充 1,005 879 △ 126 ・特許審査調査員 811 ( 949 )
・国際出願調査員 68 ( 56 )

7.その他 11,401 9,649 △ 1,752 ・審査請求手数料返還関連経費 543 ( 797 )
・審査審判基盤整備 132 ( 161 )
・審査審判処理経費 2,610 ( 2,821 )
・特許協力条約実施経費 103 ( 345 )
・資料整備経費 4,052 ( 4,829 )
・特許公報類発行経費 1,924 ( 2,156 )
・特許微生物寄託機関関係 285 ( 292 )

Ⅱ.模倣品対策とデザイン・ブランドの保護強化 3,850 3,789 △ 61

1.アジア等における模倣品対策の充実 945 1,018 73 ・海外知的財産権侵害対策強化事業 338 ( 233 )
・中国における知的財産権調査等事業 124 ( 90 )
・模倣品対策人材育成協力事業 402 ( 411 )
・工業所有権保護適正化対策事業費 154 ( 148 )
・国際知的財産保護フォーラム 0 ( 63 )

2.デザインやブランドの保護強化 0 92 92 ・意匠分類改正費 12 ( 新規 )
・意匠審査調査員（審査基準資料整備担当） 10 ( 新規 )
・意匠インターネット情報整備費 35 ( 新規 )
・インターネット公報発行経費 7 ( 新規 )
・意匠インターネット公報仕様作成費 1 ( 新規 )
・システム改造(成果重視事業)(再掲) 27 ( 新規 )
・商標審査調査員（新規分） 22 ( 新規 )
・商標資料分類調査員（新規分） 5 ( 新規 )
・地域ブランド調査費 0 ( 33 )
・法改正説明会(商標関連分) 0 ( 4 )
・地域団体商標制度の普及啓発を図るため
に開催する説明会(旅費・庁費)(再掲) 21 ( 新規 )
・地域団体商標相談･講習･説明会（再掲） 48 ( 新規 )
[再掲含む合計] 190 ( 37 )

3.その他 2,905 2,679 △ 226 ・工業所有権行政の国際化 1,465 ( 1,640 )
・意匠審査処理促進費 3 ( 3 )
・周知意匠資料作成費 29 ( 61 )
・登録意匠と周知意匠のグルーピング費 122 ( 128 )
・商標審査前サーチレポート作成費 598 ( 598 )
・不明確商品・役務調査レポート作成費 126 ( 126 )
・商標審査調査員（既存分） 100 ( 122 )
・商標資料分類調査員（既存分） 16 ( 16 )
・意匠審査下調査担当 163 ( 154 )
・意匠インターネット情報整備費(既存分) 57 ( 57 )

.地域・中小企業の知的財産活用に対する支援 2,050 2,464 414

1.地域における戦略的な知財施策の展開 179 630 451 ・地域知的財産本部事業 630 ( 179 )

2.中小企業の権利取得支援 1,034 1,186 152 ・産業財産権相談会 257 ( 116 )
・産業財産権有効活用講習・相談事業 13 ( 新規 )
・出願等支援アドバイザー 265 ( 277 )
・地方面接・巡回審判経費 60 ( 76 )
・初心者・実務者を対象とした制度説明会 89 ( 84 )
・地域団体商標制度の普及啓発を図るため
に開催する説明会（旅費・庁費） 21 ( 新規 )
・中小企業等特許先行技術調査支援事業 481 ( 481 )

3.中小企業の特許活用支援 305 283 △ 22 ・知的財産戦略策定支援事業 180 ( 200 )
・知的財産権活用モデル事業 103 ( 103 )
・特許活用企業事例集 0 ( 3 )

4.その他基盤的事業 532 366 △ 166 ・地方特許室の基盤整備 366 ( 532 )

Ⅳ.知的創造サイクル活性化のための環境整備 1,530 830 △ 700

1.産業財産権情報の提供と人材育成の推進 12,915 12,773 △ 142 ・(独)工業所有権情報・研修館運営費交付金 12,773 ( 12,915 )
　(再掲)

2.その他 1,530 830 △ 700 ・特許管理等指導奨励経費 830 ( 1,530 )

Ⅴ.一般管理費等 35,077 34,700 △ 377
1.人件費(任期付審査官増員分を除く) 29,913 30,403 490
2.一般管理経費 2,812 2,646 △ 166
3.施設整備費 981 886 △ 95
4.その他 1,371 765 △ 606

問い合わせ先：総務課

項         目 備　　　　　　　　考


